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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 13,099 4.7 2,260 19.6 1,331 59.4 728 △29.3

28年3月期 12,506 △1.6 1,890 4.9 835 △21.5 1,030 57.6

（注）包括利益 29年3月期　　517百万円 （△56.3％） 28年3月期　　1,184百万円 （199.9％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 19.05 ― 7.8 2.1 17.3

28年3月期 26.96 ― 11.9 1.4 15.1

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 63,545 9,554 15.0 249.87

28年3月期 63,050 9,190 14.6 240.34

（参考） 自己資本 29年3月期 9,554百万円 28年3月期 9,190百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 7,406 △4,211 △1,033 4,327

28年3月期 3,797 △6,019 2,093 2,331

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― ― ― 4.00 4.00 152 14.8 1.8

29年3月期 ― ― ― 6.00 6.00 229 31.5 2.4

30年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

（注）29年3月期期末配当金の内訳　　　普通配当　　４円00銭　　　記念配当　　２円00銭

　　　30年3月期の配当予想額につきましては、現時点では未定です。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,300 △5.7 900 △42.9 400 △55.6 800 △21.5 20.92

通期 12,300 △6.1 1,900 △15.9 1,000 △24.9 1,200 64.7 31.38



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料P.17「４．連結財務諸表（７）会計方針の変更」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 38,250,000 株 28年3月期 38,250,000 株

② 期末自己株式数 29年3月期 10,670 株 28年3月期 9,693 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 38,240,199 株 28年3月期 38,241,003 株

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 13,241 8.8 1,477 623.0 1,424 △36.4 476 △21.9

28年3月期 12,170 △1.0 204 △67.6 2,239 32.9 610 29.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 12.47 ―

28年3月期 15.98 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 21,773 7,985 36.7 208.83

28年3月期 19,676 7,968 40.5 208.37

（参考） 自己資本 29年3月期 7,985百万円 28年3月期 7,968百万円

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件お
よび業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況」をご覧ください。
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1. 経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢が堅調に推移するなか、昨年 11 月以降

の円安・株高の動きを背景に、消費者マインドや企業の景況感が持ち直すなど、緩やかな回

復傾向がみられました。海外では、雇用の改善や個人消費の底堅さを背景に、米国経済が緩

やかに回復するとともに、中国でもインフラ投資の拡大を受けて、景気減速に持ち直しの動

きがみられたものの、欧米の政治情勢を中心に景気動向には依然として先行き不透明感が残

る状況です。 

 

当連結会計年度における海運市況は、大型原油船（ＶＬＣＣ）につきましては、第１四半

期は原油安の持続が中国の備蓄需要を喚起したことなどにより、例年各国製油所が定期修理

に入るため市況が低迷する時期であったにもかかわらず、ＷＳ60～70 で安定的に推移した一

方、第２四半期に入り、極東での揚荷役待ちの滞船の解消などにより船腹需給が緩み、新造

船の供給圧力の増加も加わり市況はＷＳ30～40 に下落しました。第３四半期に入ると、冬場

の石油需要や、軍事リスクの低下によるナイジェリアの原油出荷の再開で極東向け長距離の

輸送需要が回復したことなどにより、市況は右肩上がりで推移し 12 月にはＷＳ90 台まで上

昇しました。しかしながら第４四半期に入り、ＯＰＥＣの減産や極東の製油所の定期修理の

影響により原油の輸送需要が減退したことに加え、新造船の竣工量が増加し船腹需給が緩み、

ＷＳ40 台まで下落しました。 

石油製品船につきましては、新造船供給圧力と解撤が進まなかったことなどにより、一年

を通して市況は回復せず、大型ＬＰＧ船（ＶＬＧＣ）も、中国やインドのＬＰＧ需要の増加

や、米国のＬＰＧ輸出の拡大など需給の伸びはあるものの、強い新造船供給圧力により低調

に推移しました。 

ばら積船につきましては、前年度に引き続き当年度前半は歴史的な低迷を続けておりまし

たが、後半になり各船型において船腹の増加が弱まり、中国を中心とした堅調な輸送需要の

もと船腹需給が改善し、徐々に市況が底上げしてまいりました。 

 

こうした経営環境の中、当社グループはＶＬＣＣを中心とする長期貸船契約を主体に安定

した経営を目指すべく、本年２月にＶＬＣＣ１隻の取得契約を締結（平成 31 年６～８月竣

工予定）するなど、船隊構成の整備・拡充に取り組んでまいりました。なお、次年度以降に

つきましては、本年４月にＶＬＧＣ１隻が竣工しているほか、平成 30 年度第１四半期にＶ

ＬＣＣ１隻が竣工する予定です。 

また、各船の運航効率の向上と諸経費の節減にも全社を挙げて努めてまいりましたが、当

期に予定されていたＶＬＣＣ“TAIZAN”の譲渡が平成 29 年度第１四半期に変更となったこ

とに加え、当社グループが保有する一部の船舶の帳簿価額を回収可能額まで減額したことか

ら、当期の経営成績は以下のとおりとなりました。 

 

海運業収益は昨年 1月に竣工したＶＬＧＣおよびばら積船がフル稼働したことなどにより

130 億９千９百万円（前期比５億９千２百万円増）となりました。海運業費用は前年度にば

ら積船の期限前解約を実施したことなどにより減少があったものの、船費が昨年 1 月に上記

２隻が竣工したことなどにより増加し、前期比２億２千６百万円増の 100 億４千３百万円と

なりました。これにより営業利益は 22 億６千万円（前期比３億６千９百万円増）、経常利益

は 13 億３千１百万円（前期比４億９千６百万円増）となりました。親会社株主に帰属する

当期純利益は特別損失に「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき当社グループの保有す

る固定資産（船舶）の減損損失７億９千３百万円を計上したことなどにより７億２千８百万

円（前期比３億２百万円減）となりました。 
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（２）当期の財政状態の概況 

資産の部は、前連結会計年度末に比べ４億９千５百万円増加し 635 億４千５百万円となり

ました。流動資産は、為替予約の評価等によりデリバティブ流動資産が減少したものの、現

金及び預金の増加などにより 17 億７千４百万円増加し 52 億１千万円となりました。固定資

産は、新造船の建造により建設仮勘定が増加したものの船舶が減少したことにより 12 億７

千９百万円減少し 583 億３千４百万円となりました。 

 負債の部は、借入金の減少などはありましたが、未払法人税等の増加などにより前連結会

計年度末に比べ１億３千１百万円増加し 539 億９千万円となりました。 

 純資産の部は、利益剰余金が増加したことなどにより前連結会計年度末に比べ３億６千４

百万円増加し 95 億５千４百万円となりました。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金収支は、税金等調整前当期純利益の計上などにより、74 億６百万円の

収入となりました。（前期は 37 億９千７百万円の収入） 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金収支は、主として船舶の建造代金の支払いにより 42 億１千１百万円

の支出となりました。（前期は 60 億１千９百万円の支出） 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金収支は、主として船舶の建造に伴う長期借入による収入はありました

が、長期借入金の返済による支出により 10 億３千３百万円の支出となりました。（前期は 20

億９千３百万円の収入） 

 

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、下表のとおりであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 26 年 

３月期 

平成 27 年 

３月期 

平成 28 年 

３月期 

平成 29 年 

３月期 

自己資本比率(％) 13.2 13.6 14.6 15.0 

時価ベースの 

自己資本比率(％) 
14.0 14.5 8.9 14.0 

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率(年) 
10.9 9.5 13.0 6.6 

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ(倍) 
4.6 4.8 4.0 7.9 

 

自己資本比率： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ： キャッシュ・フロー／利払い 

(注１)各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(注２)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 

(注３)キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ･フローを利用しております。 

(注４)有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て
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の負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の

利息額を使用しております。 

 

（４）今後の見通し 

今後のわが国経済は、雇用者所得や個人消費の改善を受け、緩やかな回復が継続すると予

想されますが、米国の政策動向等による円高・株安の進展といった景気の下振れリスクも懸

念されます。海運業界においては、ばら積船市況が依然として本格回復に至らないなか、新

造船供給圧力によりタンカー市況が軟化しており、引き続き厳しい経営環境が続くものと思

われます。 

当社グループでは、社業全般の合理化・効率化をさらに進め、安全運航と環境保全に資す

る競争力ある船隊整備と拡充に向けた積極的な営業活動のもと、安定的な収益確保を目指し

てまいります。 

次期の業績につきましては、ＶＬＧＣ１隻が船隊に加わることやＶＬＣＣ“TAIZAN”が第

１四半期に譲渡予定であることから、売上高 123 億円、営業利益 19 億円、経常利益 10 億円、

当期純利益 12 億円を予想しております。 

 

（５）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

適切な内部留保を勘案しつつ、株主の皆様への出来る限りの利益還元を図ることを経営上

重要な施策の一つとして位置付け、経営成績に応じた配当を実施することが当社グループの

基本方針であります。 

この方針のもと、当期の配当につきましては、１株あたり６円の配当（普通配当４円、記

念配当２円）の実施を６月開催の株主総会にお諮りする予定です。 

次期の期末配当につきましては、現状では未定としておりますが、配当実施の可否ならび

に予想額は、開示が可能となった時点で速やかに開示を行います。 

 

（６）事業等のリスク 

  当社グループの業績は長期用船主体の安定した収益を基盤としておりますが、外航海運業

における事業リスクとして下記７点が挙げられます。 

  なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したも

のであります。 

①海運市況変動リスク 

  海運業において運賃・用船料・売買船の市況は、国内のみならず世界の政治・経済・社会

の動向によって商品あるいは船舶そのものの需給により大きく変動いたします。当社グルー

プは、長期用船契約を主体に安定した収益の確保を経営の基本としておりますが、各々の船

舶の用船契約や売船の時期によっては、市況下落によるリスクが業績に悪影響を与える恐れ

があります。 

 

②為替変動リスク 

  当社グループの収入は、外貨建てのものもあり、外貨建て収入と支出の差額については外

国為替の変動による影響を受けることになります。当社グループは短期および長期の為替予

約取引を行うことにより、為替変動リスクを低減するように努力しておりますが、完全に回

避することはできず為替相場の状況によっては業績に影響を受けることがあります。 

 

③金利変動リスク 

  当社グループは、船舶の建造資金調達のために外部借入を行っておりますが、固定金利で

の借入れや金利スワップ取引による金利の固定化により金利変動リスクを回避しておりま
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す。ただし、今後の金利の動向により、将来の資金調達コストが影響を受ける可能性があり

ます。 

 

④資金調達リスク 

  当社グループは、設備資金借入れの一部についてシンジケートローン契約を締結しており

ます。当該契約には財務制限条項が付されており、これらの条項に抵触し、当該債務の一括

返済を求められた場合、当社グループの財政状態に悪影響を与える可能性があります。 

 

⑤固定資産の減損損失リスク 

  当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しており、保有する船舶等の

固定資産の時価が著しく下落した場合や収益性が悪化した場合には減損損失が発生し、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

 

⑥海難事故リスク 

  当社グループは、大型原油船（ＶＬＣＣ）を主体に運航しており、「船舶の安全輸送と環

境保全」を理念に、船舶の安全管理システムの充実に努めておりますが、不慮の事故が発生

した場合、人命・貨物・船舶等の損失・損傷のリスクや、燃料油・原油の流出による海洋汚

染のリスクがあります。当社グループでは、海難事故防止のため、「船舶安全管理システム」

を構築すると共に、「品質および環境管理マニュアル」を策定し、海陸全社員に対し定期的

な教育・研修ならびに海難事故を想定した緊急対応訓練を実施するなど、安全運航と環境保

全に努めております。万一海難事故が発生した場合は、保険による損失の補填対策を講じて

おりますが、事故によっては業績に悪影響を与える可能性があります。 

 

⑦公的規制等のリスク 

  当社グループの事業である外航海運業においては、船舶の設備の安全性や安全運航のため、

国際機関および各国政府の法令や船級協会の規則等、様々な公的規制を受けております。こ

れらの規制を遵守するに当たりコストの増加や当社グループの事業活動が制限される場合

があり、業績に悪影響を与える可能性があります。 
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２．企業集団の状況

事業の系統図は下記のとおりであります。

そ の 他 の 関 係 会 社
日 本 郵 船 株 式 会 社

  定期傭船  定期傭船

海外子会社（船舶所有）

　定期傭船

海外子会社（船舶所有）
    日本郵船株式会社 共有契約
　　海外子会社（１社） 国内子会社（海運周辺事業）

　　日本郵船株式会社 共有契約
　　海外子会社（１社）

海外子会社

海外子会社

　 　

　当企業集団は、共栄タンカー株式会社（当社）と子会社15社およびその他の関係会社１社より構成されており、
主として船舶の運航管理および貸渡しを業務とする外航海運業を営んでおります。

得　意　先

共 栄 タ ン カ ー 株 式 会 社

LYRA MARITIME S.A.

OCEAN LINK MARITIME S.A.

新 栄 興 業 株 式 会 社
PYXIS MARITIME S.A.

ALLEGIANCE MARITIME S.A.

CRUX MARITIME S.A. LEO MARITIME S.A.

POLARIS MARITIME S.A.
AURIGA MARITIME S.A.

LEPUS MARITIME S.A.

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方
　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を確保するため、当面は日本基準で
連結財務諸表を作成する方針であります。なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上
適切に対応していく方針です。

DRACO MARITIME S.A.

PAVO MARITIME S.A.

COMA MARITIME S.A.

GLORIA BAHAMA,LTD.
NORMA MARITIME S.A.

役務提供 

裸傭船 

裸傭船 

定期傭船 
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,331,766 4,327,257 

海運業未収金 6,586 8,359 

立替金 34,650 15,247 

貯蔵品 244,400 231,854 

繰延及び前払費用 30,207 27,873 

繰延税金資産 - 127,953 

その他流動資産 788,402 472,251 

流動資産合計 3,436,015 5,210,798 

固定資産    

有形固定資産    

船舶（純額） 55,070,443 49,426,533 

建物（純額） 21,615 19,422 

土地 47,971 47,971 

建設仮勘定 3,891,484 8,062,112 

その他有形固定資産（純額） 13,719 13,177 

有形固定資産合計 59,045,234 57,569,217 

無形固定資産    

ソフトウエア 22,188 15,440 

電話加入権 1,509 1,509 

無形固定資産合計 23,697 16,949 

投資その他の資産    

投資有価証券 434,453 635,830 

その他長期資産 111,762 113,628 

貸倒引当金 △730 △730 

投資その他の資産合計 545,486 748,729 

固定資産合計 59,614,419 58,334,896 

資産合計 63,050,434 63,545,695 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

海運業未払金 268,180 597,749 

短期借入金 6,535,286 8,359,495 

未払費用 71,035 66,850 

未払法人税等 6,219 542,703 

繰延税金負債 606,978 - 

賞与引当金 47,475 50,350 

役員賞与引当金 12,285 9,769 

その他流動負債 619,252 1,153,368 

流動負債合計 8,166,713 10,780,286 

固定負債    

長期借入金 42,878,979 40,174,483 

特別修繕引当金 688,968 948,095 

退職給付に係る負債 279,279 239,408 

繰延税金負債 389,646 348,280 

その他固定負債 1,456,170 1,500,387 

固定負債合計 45,693,045 43,210,656 

負債合計 53,859,758 53,990,943 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,850,000 2,850,000 

資本剰余金 518,694 518,694 

利益剰余金 6,460,565 7,036,140 

自己株式 △2,676 △2,919 

株主資本合計 9,826,583 10,401,915 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 36,003 175,718 

繰延ヘッジ損益 △671,910 △1,022,881 

その他の包括利益累計額合計 △635,906 △847,163 

純資産合計 9,190,676 9,554,752 

負債純資産合計 63,050,434 63,545,695 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

海運業収益    

貸船料 12,488,444 13,098,678 

その他海運業収益 18,116 366 

海運業収益合計 12,506,561 13,099,045 

海運業費用    

船費 9,298,782 9,593,151 

借船料 498,107 310,395 

その他海運業費用 20,513 140,426 

海運業費用合計 9,817,404 10,043,973 

海運業利益 2,689,157 3,055,071 

一般管理費 798,792 794,892 

営業利益 1,890,364 2,260,179 

営業外収益    

受取利息 522 2,378 

受取配当金 7,119 10,610 

受取家賃 8,285 7,827 

デリバティブ評価益 29,524 111,309 

受取補償金 13,057 - 

その他営業外収益 16,152 49,087 

営業外収益合計 74,662 181,213 

営業外費用    

支払利息 1,006,446 982,947 

為替差損 95,600 116,677 

その他営業外費用 27,390 9,820 

営業外費用合計 1,129,437 1,109,445 

経常利益 835,589 1,331,948 

特別利益    

船舶売却益 2,305,153 - 

特別利益合計 2,305,153 - 

特別損失    

用船契約解約違約金 1,994,979 - 

減損損失 - 793,878 

特別損失合計 1,994,979 793,878 

税金等調整前当期純利益 1,145,763 538,070 

法人税、住民税及び事業税 950 490,387 

法人税等調整額 113,939 △680,853 

法人税等合計 114,889 △190,466 

当期純利益 1,030,873 728,536 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,030,873 728,536 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 1,030,873 728,536 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △162,862 139,715 

繰延ヘッジ損益 316,144 △350,971 

その他の包括利益合計 153,281 △211,256 

包括利益 1,184,155 517,280 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,184,155 517,280 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,850,000 518,694 5,582,656 △2,492 8,948,858 

当期変動額           

剰余金の配当     △152,965   △152,965 

親会社株主に帰属する当期純
利益     1,030,873   1,030,873 

自己株式の取得       △183 △183 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 877,908 △183 877,724 

当期末残高 2,850,000 518,694 6,460,565 △2,676 9,826,583 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価差額
金 

繰延ヘッジ損益 
その他の包括利益累計額
合計 

当期首残高 198,865 △988,054 △789,188 8,159,670 

当期変動額         

剰余金の配当       △152,965 

親会社株主に帰属する当期純
利益       1,030,873 

自己株式の取得       △183 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） △162,862 316,144 153,281 153,281 

当期変動額合計 △162,862 316,144 153,281 1,031,006 

当期末残高 36,003 △671,910 △635,906 9,190,676 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,850,000 518,694 6,460,565 △2,676 9,826,583 

当期変動額           

剰余金の配当     △152,961   △152,961 

親会社株主に帰属する当期純
利益     728,536   728,536 

自己株式の取得       △243 △243 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 - - 575,575 △243 575,332 

当期末残高 2,850,000 518,694 7,036,140 △2,919 10,401,915 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価差額
金 

繰延ヘッジ損益 その他の包括利益累計額
合計 

当期首残高 36,003 △671,910 △635,906 9,190,676 

当期変動額         

剰余金の配当       △152,961 

親会社株主に帰属する当期純
利益       728,536 

自己株式の取得       △243 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

139,715 △350,971 △211,256 △211,256 

当期変動額合計 139,715 △350,971 △211,256 364,075 

当期末残高 175,718 △1,022,881 △847,163 9,554,752 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,145,763 538,070 

減価償却費 4,717,883 4,887,844 

特別修繕引当金の増減額（△は減少） △388,130 259,126 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,780 - 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 101,866 △39,871 

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △1,175 - 

受取利息及び受取配当金 △7,642 △12,989 

デリバティブ評価損益（△は益） △29,524 △111,309 

支払利息 1,006,446 982,947 

船舶売却損益（△は益） △2,305,153 - 

用船契約解約違約金 1,994,979 - 

減損損失 - 793,878 

売上債権の増減額（△は増加） 27,462 △1,773 

たな卸資産の増減額（△は増加） 11,818 12,546 

仕入債務の増減額（△は減少） 70,238 329,569 

その他 241,230 699,439 

小計 6,584,282 8,337,478 

利息及び配当金の受取額 7,642 12,989 

利息の支払額 △944,322 △942,334 

用船契約解約違約金支払額 △1,994,979 - 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 144,684 △1,654 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,797,308 7,406,479 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の売却による収入 1,251 - 

有形固定資産の取得による支出 △8,729,631 △4,209,600 

有形固定資産の売却による収入 2,700,168 - 

無形固定資産の取得による支出 △457 - 

その他 9,377 △1,590 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,019,291 △4,211,190 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △500,000 - 

長期借入れによる収入 7,645,000 5,940,000 

長期借入金の返済による支出 △4,898,850 △6,820,286 

配当金の支払額 △152,508 △152,684 

その他 △183 △243 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,093,457 △1,033,213 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △84,110 △166,583 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △212,636 1,995,491 

現金及び現金同等物の期首残高 2,544,403 2,331,766 

現金及び現金同等物の期末残高 2,331,766 4,327,257 
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①連結の範囲に関する事項 

・連結子会社の数  14社 

・非連結子会社の数  １社 

上記非連結子会社１社の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金等はいずれも小規 

    模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため除外しております。 

 

②持分法の適用に関する事項 

非連結子会社１社の当期純損益および利益剰余金等はいずれも小規模であり、全体としても

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため除外しております。 

 

③連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、すべて３月 31日であります。 

 

④会計処理基準に関する事項 

  (Ⅰ) 重要な資産の評価基準および評価方法 

    イ．有価証券 

     その他有価証券     

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によってお

ります。 

     （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定しております。） 

        時価のないもの        移動平均法による原価法によっております。 

    ロ．デリバティブ           時価法によっております。 

     ハ．たな卸資産            先入先出法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。 

 

(Ⅱ) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産                  船舶については、定額法を採用しております。 

また、船舶以外の有形固定資産については、定率法

を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日

以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに 

平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。 

                     （耐用年数） 船 舶：15年～18年 

                            その他：３年～50年 

ロ．無形固定資産                 定額法を採用しております。 

                           自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 
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(Ⅲ) 重要な引当金の計上基準 

    イ．貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。     

ロ．賞与引当金           従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基

準により計上しております。 

ハ．役員賞与引当金         役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度末におけ

る支給見込額を計上しております。 

    ニ．特別修繕引当金         船舶の入渠検査に要する費用に充てるため、将来の

見積修繕額に基づいて計上しております。 

 

（Ⅳ）退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の計算につ

いては、簡便法を採用しております。 

 

 (Ⅴ) 海運業収益および海運業費用の計上基準 

運賃および運航費は連結会計年度末までに経過した航海日数に応じた金額を日割計算に

より計上する発生日割基準によっております。貸船料、船費および借船料は連結会計年度末

までに発生した金額を計上しております。 

 

(Ⅵ) 重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

また、金利スワップについて特例処理の要件を満た 

している場合には特例処理を、為替予約について振 

当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採

用しております。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・金利スワップ、為替予約 

ヘッジ対象・・・借入金利息、外貨建予定取引 

ハ．ヘッジ方針 社内管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場

変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範囲内で

ヘッジしております。 

ニ．ヘッジの有効性の評価の方法   ヘッジの有効性の評価については、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段について、相場変動額をヘッジの開始時か

ら有効性判定までの期間において比較し有効性を評

価しております。なお、振当処理および特例処理を

採用しているものについては、その判定をもって有

効性の判定を省略しております。 

 

  (Ⅶ) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

イ．船舶の建造借入金の支払利息の 船舶の建造に係る金融機関からの借入金の支払利息 

          計上方法                       のうち、竣工までに対応するものは取得価額に算入 

しております。 

ロ．消費税等の会計処理             税抜方式によっております。 
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(Ⅷ) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還の到来する短期投資からなっております。 

 

（７）会計方針の変更 

（平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28

年４月１日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。これによる連結財務諸表に与える影響はありません。 

 

（８）追加情報 

  （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28

年３月 28日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

（９）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係）           前連結会計年度 当連結会計年度 

① 有形固定資産の減価償却累計額       33,123百万円      37,174百万円 

 

② 担保に供している資産および担保に係る債務 

  (Ⅰ) 担保に供している資産  

船舶のうち              53,802百万円     48,503百万円 

(Ⅱ) 担保に係る債務 

短期借入金            5,955百万円      7,954百万円 

長期借入金               39,683百万円     32,919百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 

① 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 38,250,000 － － 38,250,000 

 

② 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 8,731 962 － 9,693 

（変動事由の概要） 

    増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

     単元未満株式の買取による増加 962株  
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③ 配当に関する事項 

 (Ⅰ) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額

(百万円) 

1株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成27年6月26日 

定時株主総会 

普通 

株式 
152 4.00 平成27年3月31日 平成27年6月29日 

 

 

(Ⅱ) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額

(百万円) 

1株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成28年6月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 
152 4.00 平成28年3月31日 平成28年6月30日 

 

当連結会計年度（自 平成 28年４月１日 至 平成 29年３月 31日） 

① 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 38,250,000 － － 38,250,000 

 

②  自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 9,693 977 － 10,670 

（変動事由の概要） 

    増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

     単元未満株式の買取による増加 977株  

 

③  配当に関する事項 

  (Ⅰ) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額

(百万円) 

1株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成28年6月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 
152 4.00 平成28年3月31日 平成28年6月30日 

 

(Ⅱ) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

決 議 
株式の 

種 類 

配当金の総額

(百万円) 

1株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成29年6月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 
229 6.00 平成29年3月31日 平成29年6月30日 

 

（セグメント情報） 

 当社グループは、外航海運業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（1株当たり情報） 

 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成 27年 4月 1日 

至 平成 28年 3月 31日） 

当連結会計年度 

（自 平成 28年 4月 1日 

 至 平成 29年 3月 31日） 

1株当たり純資産額 240.34円 249.87円 

1株当たり当期純利益金額 26.96円 19.05円 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりま 

せん。 

   ２．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 前連結会計年度 

（自 平成 27年 4月 1日 

  至 平成 28年 3月 31日） 

当連結会計年度 

（自 平成 28年 4月 1日 

  至 平成29年3月31日） 

1株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益 

金額（百万円） 
1,030 728 

普通株主に帰属しない金額（百万円）                      －           － 

普通株主に係る親会社株主に帰属す

る当期純利益金額（百万円） 
1,030 728 

期中平均株式数（千株） 38,241 38,240 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

６．その他 

 役員の異動 

  役員の異動につきましては、本日発表の「代表取締役の異動に関するお知らせ」をご参照くだ

さい。 
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